
 

 

 

令和８年度高松市特定健康診査に係る受診票作成・封入封緘業務委託仕様書 

 

１ 業務概要 

高松市国民健康保険被保険者に対する特定健康診査（以下「特定健診」という。）の通

知物（受診票、チラシ、実施機関一覧及び封筒）を作成し、封入・封緘の上、郵便局等

に納品するもの。 

 

２ 契約期間 

  契約締結の日から令和８年９月３０日まで 

 

３ 委託者が行う業務 

(１) 高松市（以下「委託者」という。）は委託業務に使用するため、受診票送付対象 

者の郵便番号、宛先及び宛名など、受診票の印刷及び発送に必要なデータの他、業

務実施の上で必要なデータを受託者に提供する。 

(２) データの提供に当たっては、原則として、委託者から受託者へＬＧＷＡＮを通じ

て提供するものとする。 

(３) (２)の運用ができない場合は、受託者が指定するセキュリティの担保されたファ

イル共有サービス、又は追跡可能な配送サービス付きの手段（レターパック、書留、

特定記録郵便、ゆうパックなど）の利用により委託者受託者間でデータの授受を行

う。 

(４) (２)、(３)とも運用ができない場合は、委託者と受託者が協議の上、個別に提供

方法を定める。 

 

４ 受託者が行う業務 

前年度作成品の内容を基本として、通知物の内容について委託者と受託者が協議の上、

効果的な通知物を作成、封入封緘、納品する。 

(１) 対象者 

    全特定健診対象者 

(２) 作成数量 

    ５３，８００部（サンプル含む） 

 (３) 実施時期 

    当初発送：令和８年６月中旬頃 

    追加発送１回目：令和８年７月上旬頃 

    追加発送２回目：令和８年８月上旬頃 

 (４) 通知物 

特定健診の受診に必要な情報を掲載した通知物（受診票、チラシ、実施機関一覧

及び封筒）を作成すること。なお、通知物の作成に当たり委託者から内容の指定が

ある場合は、受託者はこれに対応すること。 



 

 

 (５) 通知物のサイズ及び紙質 

通知物のサイズは前年度作成品を参考に、受診票及びチラシはＡ４サイズ両面と

同程度、実施機関一覧はＡ３サイズ両面と同程度とし、封筒は長３窓付き封筒とす

ること。また、紙質については、通知物封入封緘後の重量が５０ｇ以内となるよう

に調整すること。 

 (６) 通知物の印刷 

 封書形式での通知物の印刷は受託者が実施する。また、送付対象者の郵便番号、

宛先及び宛名は、委託者が提供する情報を基に、受託者が印刷する。また、カスタ

マバーコード、郵便区内特別表示は、受託者が印刷する。 

 (７) 通知物の宛名等の印字 

  宛名及び住所印字に関しては漢字印字で行う。外字対応ができない際は、カナ印

字で発送対応を行う。また、システムエラー等により印刷ができない場合は、印刷

及び発送の有無について必ず事前に委託者に確認する。 

 (８) 通知物の校正 

  通知物の印刷内容に関して、受託者は委託者に事前に校正の確認を行う。受託者

は、委託者の要望による修正を実施するが、その回数は３回を上限とする。 

  なお、実施機関一覧に係る校正については、１回目の校正確認は令和８年４月上

旬から中旬に行うものとし、最終校正は５月中旬以降で行う。また、最終校正まで

の間で、委託者から実施機関の一部内容の変更又は追加等修正を求められた場合は、

これに対応すること。 

  また、受託者は、委託者の求めに応じて、通知物の PDFデータを委託者に提供す

ること。 

 (９) 特定健診対象者の最終決定及び納品 

  委託者から提供される除外対象者の情報を基に、受託者は最終的な受診対象者に

発送する通知物を、当初発送分においては委託者指定の郵便局まで、追加発送分に

おいては高松市国保・高齢者医療課まで運搬及び納品することとし、その経費は受

託者が負担する。また、除外対象者の情報は、原則発送日の１週間前までの授受と

する。なお、受託者は、引抜作業等に対応するため、各発送時期において、発送対

象者が分かるリストを作成すること。 

 (10) サンプル納品 

  通知物のサンプルに関して受託者は、通知物発送後速やかに、委託者に対し各 

１０部のサンプル納品を行う。 

 (11) 再発行等に要する資材の納品 

受託者は委託者に対し受診票その他、再発行等に要する資材（受診票、チラシ、

実施機関一覧及び封筒）を当初発送時に併せて８００部納品し、追加発送２回目終

了後に、数量確認の上、４の(９)及び(10)において納品しなかった残りの資材を納

品する。なお、チラシ及び実施機関一覧については、封筒に封入した状態で納品す

ること。 

  



 

 

５ 個人情報の保護 

受託者は、この仕様書による事務を処理するため個人情報を取扱う場合は、契約書に

記載する別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

６ 特記事項 

 (１) 委託者は、受託者の委託業務の履行状況を適宜調査・確認し、報告を求めること

ができるものとし、かつ、必要に応じて改善を求めることができるものとする。 

 (２) 受託者が上記委託業務の他、禁止事項に反した場合、委託者は当該契約を解除す

ることができる。 

 (３) 受託者が当該委託業務を遂行するに当たり、故意又は重大な過失により、委託者

に被害を与えた場合、委託者は相応の損害賠償を請求することができる。 

 (４) 受託者の受託業務の再委託を禁止する。ただし、委託者が事前に承認した場合は、

この限りでない。 

 (５) 当該仕様書に定めのない事項については、委託者と受託者が協議の上、その都度

決定する。 

 

７ 市発注の業務における労働関係法規の遵守及び適正な労働条件の確保 

 (１) 所定労働時間については、労働基準法に基づき、業務の実施に当たっては、就労

の実態を踏まえ、完全週休二日制の導入や一日の労働時間を縮減するなど、法定労

働時間の週４０時間（特例措置の適用を受ける事業にあっては、週４４時間）を遵

守すること。また、時間外、休日及び深夜（午後１０時から翌日の午前５時まで）

に、労働させた場合においては、同法に定める率の割り増し賃金を支払うこと。 

 (２) 雇入れの日から起算して６か月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤した労働

者に対して、最低１０日の年次有給休暇を付与すること。いわゆるパートタイム労

働者についても、所定労働日数に応じて年次有給休暇を付与すること。 

 (３) 労働者の雇入れに当たっては、賃金、労働時間その他の労働条件を明示した書面

を交付すること。 

 (４) 賃金は毎月１回以上、一定の期日にその金額を直接、労働者に支払うこと。支払

いの遅延等の事態がおこらないよう十分配慮すること。賃金については、最低賃金

法の定めるところにより最低賃金額以上の額を支払うこと。 

 (５) 労働保険はもとより、労働者の福祉の増進のため健康保険及び厚生年金保険は法

令に従い加入すること。なお、健康保険及び厚生年金保険の適用を受けない労働者

に対しても、国民健康保険及び国民年金に加入するよう指導すること。 

 (６) (１)から(５)までに定めるもののほか、労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関

係法規を遵守すること。 


